































































小　黒　岳　志 英語学 商経学部 教 授
酒　井　志　延 英語教育学 商経学部 教 授
相　良　陽一郎 心理学 商経学部 教 授
中　村　　　晃 心理学 商経学部 教 授
箕　原　辰　夫 情報学 政策情報学部 教 授
山　﨑　　　聡 英語学 商経学部 教 授
泉　　　絢　也 租税法 商経学部 准 教 授
Gildart, Samuel 国際経営学 商経学部 准 教 授
朱　　　　　珉 経済学 商経学部 准 教 授
藤　田　　　輔 開発経済学・国際経済学 国際教養学部 専 任 講 師
岩　本　寛　治 英語教育学 基盤教育機構 非常勤講師
加　藤　澄　恵 英語教育学 基盤教育機構 非常勤講師
栗　原　よし子 英語教育学 基盤教育機構 非常勤講師
根　岸　恒　雄 英語教育学 基盤教育機構 非常勤講師
野　川　浩　美 英語教育学 基盤教育機構 非常勤講師










の新学期のはじまりは COVID-19 の広がりにより，当初より 1 カ月延期になったが，経
験をしたことがないいくつもの新しいことが始まった。本学では，1 年生は授業に PC が




































　本学では 2020 年度より，すべての新入生は，PC を必携するので，外国語の授業でも，
PC を使うことを求められた。それに加えて，本学で 2020 年度から，授業時間が 105 分
になることが決まった。外国語の授業の適切な時間を調べてみると，集中力の持続性の問
題から，「50 分から長くても 60 分程度が適切」（酒井 2020，p.57）であった。そこで，





















GoogleChrome などの必要なアプリのダウンロードや Google 翻訳の使い方の説明を行っ
た。第 3 回目より，教科書の内容と連動した機械翻訳を活用した学習に入った。第 3 回目
で扱った「機械翻訳を使った学習の手引き」の一部を紹介する：
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示されます。中国語のローマ字であるピンインでは，z は，za ツァ，zi ツィ，ze ツェ，
zo ツォの音です。ｇは発音せず，qi はチの音です。そうすると，（ニー ツァイ チー
ビンチーリン）という発音です。「在（ツァイ）」は，進行形を表すようです。「吃（チー）」
は食べるという意味です。「在吃（ツァイ チー）」で「食べている」という意味にな
るのでしょう。「Yeah, I love icecream.」は簡単ですね。「是的，我爱冰淇淋。（Shì

































　回答の選択肢は，Q1 から Q6 まではリッカート式の 5 択とし，Q7 は 2 択とした。
　検証の方法だが，目的 1 は，質問項目の Q2，Q3，Q5 において，回答者の回答で，5 と
4 の割合の合計が 50％を超えていると，目的が達成されたと考えることができる。目的 2
は，質問項目の Q6 において，回答者の回答で 5 と 4 の割合の合計が 50％を超えていると，
目的が達成されたと考えることができる。目的 3 は，質問項目の Q4 において，回答者の




















1．アンケートの項目とその単純集計結果は，Q1 の結果は付表 1，Q2 の結果は付表 3，
Q3 の結果は付表 5，Q4 の結果は付表 7，Q5 の結果は付表 9，Q6 の結果は付表 11，
Q7 の結果は付表 13 のとおりである。
2．上記の質問項目を，英語の習熟度別に分けて集計した結果は，Q1 の習熟度別は付表 2，
Q2 の習熟度別は付表 4，Q3 の習熟度別は付表 6，Q4 の習熟度別は付表 8，Q5 の習熟
度別は付表 10，Q6 の習熟度別は付表 12，Q7 の習熟度別は付表 13 のとおりである。
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2．目的 1 の検証だが，Q2 の結果が記載されている付表 3 では，82.7% の受講生が，本研
究で考案した教材について「5．わかりやすい」または「4．どちらかというとわかり
やすい」と回答した。Q3 の結果が記載されている付表 5 では，73.8% の受講生が，本
研究で与えた教科書について，「5．興味深い」または「4．どちらかというと興味深い」
と回答した。Q5 の結果が記載されている付表 9 では，88.7% の受講生が，本研究で考
案したオンデマンドで行うパワーポイント教材について，「5．やりやすかった」また
は「4．どちらかというとやりやすかった」と回答した。Q2，Q3，Q5 のどの調査項目
において，5 と 4 の割合の合計が 50％を超えているので，目的 1 は達成されたと考え
ることができる。





4．目的 3 の検証だが，Q4 の結果が記載されている付表 7 より，69.6% の受講生が，英語
の時間に，英語を 60 分程度学習した後で，機械翻訳を使って 45 分ほど中国語を中心
として複数の言語を学習することに，「5．興味深い」または「4．どちらかというと興
味深い」と回答した。このことは，本研究の目的 3 が達成できたと考えることができる。




























































































酒井志延（2018）．「日本における複言語主義の勧め」，LET Kyushu-Okinawa BULLETIN， 
18（0）,1-14．外国語教育メディア学会九州・沖縄支部．
SAKAI（2019）. “Promotingplurilingualism throughout languageclassrooms inEast
Asia,”THE ASIAN EFL CLASSROM Issues, Challenges, Future expectations in 














満足している 38 名（46.9%） 44 名（50.6%）
どちらかというと満足している 29 名（35.8%） 33 名（37.9%）
どちらとも言えない 10 名（12.3%） 8 名（9.2%）
どちらかというと不満である 3 名（3.7%） 2 名（2.3%）
不満である 1 名（1.2%） 0 名（0.0%）
81 名（100%） 87 名（100%）
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わかりやすかった 31 名（38.4%） 34 名（39.1%）
どちらかというとわかりやすかった 36 名（44.4%） 38 名（43.7%）
どちらとも言えない 12 名（14.8%） 13 名（14.9%）
どちらかというとわかりにくかった 1 名（1.2%） 1 名（1.1%）
わかりにくかった 1 名（1.2%） 1 名（1.1%）










興味深いものだった 21 名（25.9%） 29 名（33.3%）
どちらかというと興味深いものだった 36 名（44.4%） 38 名（43.7%）
どちらとも言えない 21 名（25.9%） 20 名（23.0%）
どちらかというと興味深いものではなかった 2 名（2.5%） 0 名（0.0%）
興味深いものではなかった 1 名（1.2%） 0 名（0.0%）












興味深いものだった 40 名（49.4%） 19 名（21.8%）
どちらかというと興味深いものだった 28 名（34.6%） 30 名（34.5%）
どちらとも言えない 9 名（11.1%） 22 名（25.3%）
どちらかというと興味深いものではなかった 0 名（0.0%） 14 名（16.1%）
興味深いものではなかった 4 名（4.9%） 2 名（2.3%）










やりやすかった 41 名（50.6%） 46 名（52.9%）
どちらかというとやりやすかった 31 名（38.3%） 31 名（35.6%）
どちらとも言えない 8 名（9.9%） 8 名（9.2%）
どちらかというとやりにくかった 0 名（0.0%） 2 名（2.3%）
やりにくかった 1 名（1.2%） 0 名（0.0%）
81 名（100%） 87 名（100%）
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付表 12　付表 11 の問いに対する習熟度による違い
Basic Plus
やりやすかった 37 名（45.7%） 19 名（21.8%）
どちらかというとやりやすかった 19 名（23.5%） 30 名（34.5%）
どちらとも言えない 19 名（23.5%） 22 名（25.3%）
どちらかというとやりにくかった 4 名（4.9%） 14 名（16.1%）
やりにくかった 2 名（2.5%） 2 名（2.3%）
81 名（100%） 87 名（100%）
付表 13　機械翻訳を使って外国語の学習ができることを
All Basic Plus
知っていた 83 名（49.4%） 44 名（54.3%） 39 名（44.8%）
知らなかった 85 名（50.6%） 37 名（45.7%） 48 名（55.2%）










































1　所得税法 9条 1項 17 号
　所得税法 9 条 1 項柱書は，「次に掲げる所得については，所得税を課さない」とし，そ
の 17 号は次のとおり，保険金や損害賠償金を非課税所得として挙げている。
保険業法…第 2 条第 4 項（定義）に規定する損害保険会社又は同条第 9 項に規定する
（1） 谷口勢津夫『税法基本講義〔第 6 版〕』334 頁（弘文堂 2018）参照。



































　所得税法 9 条 1 項 17 号から委任を受けて設けられた令 30 条は，長文や二重括弧を用い
るなど読みづらいため，少し整理しよう。まず，令 30 条柱書は，非課税とされる保険金，
損害賠償金及びこれらに類するものは，1 号～3 号に掲げるもの「その他これらに類する
もの」としている。後で見るように 1 号～3 号の中に，①保険金及びこれに類するものや
②損害賠償金及びこれに類するものが定められているが，それだけでは飽き足らず，その
































　右端の丸数字は，上記 1 の所得税法 9 条 1 項 17 号の規定内容の組合わせを表している（3
号の見舞金が①保険金及びこれに類するものと②損害賠償金及びこれに類するもののいず
れに属するかという問題は残る）。人的損害対して支払を受ける保険金や損害賠償金等で
あれば，損害の原因を不問としていることも含めて，令 30 条 1 号は，所得税法 9 条 1 項
（3） 参考となる立案担当者の見解として，米山鈞一「所得税法の改正について―減税及び所得計算の整備等―」




又は収益の補償として受けるものも含めて，すべて非課税とされる（所法 9 ①十七，所令 30 一）」と説明さ
れている。注解所得税法研究会編『注解所得税法〔6 訂版〕』504～505 頁（大蔵財務協会 2019）参照。所得
補償保険金に関する所得税基本通達 9 － 22 も参照。
（5） 債務不履行による損害賠償金の非課税所得該当性については議論がある。岡正晶「非課税所得となる損害賠




の他」という用語法や立法趣旨の観点から反論もある。大分地判平成 21 年 7 月 6 日税資 259 号順号 11239，
名古屋地判平成 21 年 9 月 30 日判時 2100 号 28 頁，岡正晶「不法行為または債務不履行による金銭損害に対


































税基本通達 9 － 23 や相続税法基本通達 21 の 3 － 9 にも通ずる考え方である）。非課税の
（7） 大阪地判昭和 54 年 5 月 31 日行集 30 巻 5 号 1077 頁参照。他に参考となり得る裁判例として，宇都宮地判平
成 17 年 3 月 30 日税資 255 号順号 9980 頁，東京地判平成 11 年 3 月 30 日税資 241 号 484 頁，東京高判所平
成 28 年 1 月 21 日税資 266 号順号 12785 などがある。










もの」は非課税の対象から外されていることに注意が必要である。1 号や 2 号と比較して
取扱いの差異が生じるのは，当事者以外の者から受ける見舞金は，損害との関係性やその
補てんという意義が希薄である一方，儀礼的な意味合いが強いことが関係している可能性









　令 94 条 1 項は，不動産所得，事業所得，山林所得又は雑所得を生ずべき業務を行う居
住者が受ける保険金や損害賠償金等で，その業務の遂行により生ずべきこれらの所得に係
る収入金額に代わる性質を有するものは，これらの所得に係る収入金額とする旨を定めて
いる。令 30 条 2 号及び 3 号においては，令 94 条の規定に該当するものが非課税の対象と
なるものから除かれている。













（12）東屋敷祥世「損失発生と損失補填を巡る所得税法上の諸問題」税大論叢 81 号 401 頁の脚注（47）も参照。


































（16）佐藤英明「個人事業主が犯罪によって受けた損失の扱い」税務事例研究 97 号 51～52 頁，同『スタンダード
所得税法〔第 2 版補正 2 版〕』21 頁（弘文堂 2020）参照。
（17）金子宏『租税法〔第 23 版〕』197 頁（弘文堂 2019）参照。
（18）篠原克岳「資産に加えられた損害に対する損害賠償金等を巡る所得税法上の諸問題―『法と経済学』の視点
から―」税務大学校論叢 69 号 42 頁参照。大分地判平成 21 年 7 月 6 日税資 259 号順号 11239，名古屋地判平
成 21 年 9 月 30 日判時 2100 号 28 頁及び控訴審・名古屋高判平成 22 年 6 月 24 日税資 260 号順号 11460，神









3　令 94 条 1項（事業所得の収入金額とされる保険金等）
（1）令 94 条 1項の二面性
　令 94 条の規定に該当する保険金や損害賠償金等は，令 30 条により，非課税の対象から
外されている。令 30 条柱書には，非課税の対象を拡大する「これらに類するもの」とい
う語句があることは既に指摘したが，同条 2 号又は 3 号との関係では非課税所得からの除













　以下では，令 94 条 1 項の要件と法律効果を整理する。非課税所得に該当しない限り，
保険金，損害賠償金，見舞金，補償金その他これらに類するものは収入金額に含まれるこ
とになる。令 94 条は直接的には非課税所得の規定（所得税 9 条 1 項 17 号）から委任を受
けて定められているものではない。また，所得税法施行令中の第一編・第二章「課税所得
の範囲」の第二節「非課税所得」ではなく，第二編・第一章「課税標準の計算」の第三節



















　他方，令 30 条と併せて読むと，この 94 条 1 項は非課税所得の対象外となるものを定め
た規定としての側面を垣間見せる。ただし，例えば，令 30 条 2 号との関係でいえば，令
94 条 1 項は同号のように資産に対する損害（物的損害）に限定するものでも，あらゆる
種類の所得を生ずべき業務に係る資産を包摂するものでも，損害の原因を不法行為その他
突発的な事故に限定するものでもない。両規定が対象とする損害賠償金等は部分的に重な
りが見られるにすぎない。令 94 条 1 項は，30 条と離れてそれ自体として意味を有する規
定である。この令 94 条の前身たる規定は，昭和 34 年度改正で設けられた旧所得税法施行





















　これらの説明からすると，令 94 条 1 項は「不動産所得，事業所得，山林所得又は雑所
得を生ずべき業務を行なう」居住者が受ける損害賠償金等を「これらの所得に係る」収入
金額とすることを明らかにする側面と非課税所得の対象外となるものを定める側面という
（23）安斎一郎「所得税関係法令改正詳解」税弘 7 巻 5 号 81～82 頁。
（24）長村輝彦「所得税法の一部改正について」国税速報 1182 号 36 頁。
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二面性を有することが当初から意識されていたものというべきであろう。














　令 30 条との関係や令 94 条 1 項との相違を意識すると，令 95 条が対象とする補償金等
は，令 30 条にいう「不法行為その他突発的な事故により」資産に加えられた損害につき
支払を受けるものではないという違いがあることに気が付く。このように考えると，令
30 条と令 94 条 1 項については，それぞれが対象とする損害賠償金等は部分的に重なると
ころ（不法行為その他突発的な事故により資産に加えられた損害につき支払を受けるもの
等）があるため，令 30 条において交通整理の定めが明記されたが，令 30 条と令 95 条に
ついてはそのような配慮は不要であったという理解に行き着く。



































　令 94 条 1 項の「収入金額」という語が一般概念ではなく所得税法 36 条等で用いられて
いる「収入金額」（「総収入金額」を含む）であることを前提とした上で，「役務の対価た
る性質を有するもの」という語を用いる令 30 条 3 号の規定と比較すると，【収入金額代替
性質要件】におけるこれらの所得に係る「収入金額に代わる性質を有するもの」には，「収








（27）岡・前掲注（5）49 頁の脚注（2）参照。参考裁判例として，大阪地判昭和 41 年 8 月 8 日税資 45 号 134 頁，
福岡地判昭和 44 年 12 月 26 日行集 20 巻 12 号 1782 頁参照。
（28）酒井克彦『レクチャー租税法』12～20 頁（弘文堂 2015）参照。酒井克彦「所得税法上の非課税対象となる
商品先物取引に係る和解金―近時散見される商品先物取引に係る損害和解金課税事例を契機として―」国士
舘法学 45 号 28～29 頁も参照。なお，損害賠償金に関する通達は，例えば所得税基本通達 9 － 20 を見ても
わかるように，必ずしも限定ないし縮小解釈の姿勢を採用しているわけではない。同通達の趣旨については，
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（4）【特定資産損失要件】又は【収益補償要件】




























































などによって課税の方向で改正することも視野に入れるべきであろう。令 94 条 1 項とい
う 1 つの条文に二面性をもたせることの是非も再検討されるべきである。もっとも，昭和













念下における所得を中心として―」熊本学園会計専門職紀要 6 号 37 頁も同旨。
（35）篠原・前掲注（18）41 頁参照。
（36）奥谷健「損害賠償金と非課税『所得』」税務事例 42 巻 1 号 8 頁参照。
（37）上記答申 5 頁。
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世紀を支える税制の論理第 2 巻　所得税の理論と課題〔2 訂版〕』203～204 頁（税務経理協会 2001）参照。
（39）この辺りの議論について，酒井・前掲注（28）「所得税法上の非課税対象となる商品先物取引に係る和解金」
46 頁以下参照。なお，同論稿 48 頁は，「これに類するもの」をも対象としていることなどから，「収入金額
に代わる性質を有するもの」とは，営業活動に限らず，所得稼得活動から生じた経済的な価値の流入を全般
的に含めて理解するのが相当であると論じられる。





させており，興味深い。この点に関して，大分地判平成 21 年 7 月 6 日税資 259 号順号 11239 は，「本件和解
金の実質は不法行為に基づく損害賠償金及び遅延損害金であるところ，…上記損害賠償金は，本件先物取引
の売買差損等により X の生活用資産である金銭等の資産に加えられた損害に基因して取得した損害賠償金で
あり，収益補償ではないと認められる」としていたが，この判示部分は控訴審・福岡高判平成 22 年 10 月 12






































（43）岡崎一郎「所得税法の一部改正について」財政経済弘報 928 号 3 頁，米山・前掲注（3）21 頁参照。
―26―




































































通 7 巻 6 号 46 頁も同旨。
（47）後藤・前掲注（13）54～55 頁。





































（50）SeeHenry C. Simons， Personal Income Taxation50（1938）．
（51）増井良啓『租税法入門〔2 版〕』77 頁（有斐閣 2018）参照。人間資本（humancapital）的な議論に基づく，
課税又は非課税の議論が展開される可能性もあるところ，こうした判断困難な問題に一定の割り切りを行う
ため，所得税法 9 条 1 項 17 号が制定されたと理解することが適当であるという見解も示されている。岡村
忠生『所得税法講義』36～37 頁（成文堂 2007）参照。







費者を助く ?―投資家の受領した損害賠償課税を中心として―」NBL984 号 94
頁参照。なお，実害と損害賠償額との過不足額が把握できない，又は失われた稼得能力の補填の部分と得べ
かりし利益喪失に対する補償の部分との区分の立証等が現実には非常に困難であるという事情も含めて所得





































する一考察」法学論叢 158 巻 5=6 号 192 頁以下参照。
（57）宮崎・前掲注（44）123 頁参照。
―30―















































































通貨）の交換業者において取引する者に係る私法上の考察」国際取引私法学会 5 号 151 頁以下参照。
（62）大阪地判昭和 41 年 8 月 8 日税資 45 号 134 頁，札幌高判平成 5 年 7 月 20 日税資 198 号 329 頁参照。
（63）酒井克彦『所得税法の論点研究』51 頁（財経詳報社 2011）参照。
―32―
千葉商大紀要　第 58 巻　第 2 号（2020 年 11 月）
に加えられた損害につき支払を受けるものではなく，保険金や見舞金でもないため，所得









































































替差損益に対する課税問題も視野に入れて―」税務事例 50 巻 10 号 13 頁以下，同「仮想通貨（暗号通貨，
暗号資産）の譲渡による所得の譲渡所得該当性―アメリカ連邦所得税におけるキャピタルゲイン及び為替差






























年 10 月 18 日付け国税庁「人身傷害補償保険金に係る所得税，相続税及び贈与税の取扱い等について（法令
解釈通達）」（課審 5ー2 ほか）が参考になるかもしれない。
（69）準たな卸資産の意義等について，酒井克彦「準棚卸資産の譲渡による所得は雑所得か（上）・（下）―『準棚
卸資産が先か雑所得が先か』を巡る議論―」税務事例 49 巻 6 号 1 頁以下，7 号以下参照。



















































があり得る。この点については，金融法務委員会・前掲注（61）14 頁など参照。大分地判平成 21 年 7 月 6
















記諸規定に内在する問題点が再度浮かび上がってきた。令 94 条 1 項という 1 つの条文に
所得分類の決定と非課税所得からの除外という二面性をもたせることの是非を再検討すべ
きであることも強調しておきたい。加えて，暗号資産構成と債権構成のいずれが妥当かと
いう損害を受けた「資産」をどのように捉えるかという視点や令 94 条 1 項に係る【特定
資産損失要件】と【収益補償要件】の関係性という視点など，暗号資産ならではの具体的





 また，東京地判平成 25 年 1 月25 日税資 263 号順号 12138 は，令 94 条 1 項 2 号について，次のとおり判示
している（控訴審・東京高判平成 26 年 2 月 12 日税資 264 号順号 12405 も参照）。
 「〔1〕ここにいう『収益』については，事業又は事業所から生ずるそれの帰属の判断について定める所得税
法 12 条及び 158 条の規定に照らし，また，当該判断を前提に『事業（中略）から生ずる所得』である事業






















 （2020.9.20 受稿，2020.10.30 受理）
―38―










た上記諸規定に内在する問題点が再度浮かび上がってきた。令 94 条 1 項という 1 つの条
文に所得分類の決定と非課税所得からの除外という二面性をもたせることの是非を再検討
すべきであることも強調しておきたい。加えて，暗号資産構成と債権構成のいずれが妥当















　このような状況において，2020 年 3 月，政策助言や融資を通じて，国際金融市場の安
定化に努める国際通貨基金（IMF）が，支援を求める可能性のある新興・途上国に向けて，








（1） 現職は本学国際教養学部専任講師（2019 年 4 月～）。それに先立ち，2008 年 7 月～2012 年 3 月に OECD 日
本政府代表部専門調査員を務め，国際投資や非加盟国協力の案件に関わり，多くの会合をフォローした経験
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内外の政策調整等を実現させつつ，より良い経済・社会政策を目指す国際機関であるため，
このような事態では，即効性のある対応を期待するのには限界がある。さらに，2020 年 7
月現在，OECD 加盟国は 37 カ国だが（4），それらの半数以上は先進国であり，新興・途上
国を加盟国にしていない場合が多いため，グローバルな影響力という点でも，189 カ国・






OECD が IMF を補完しながら，むしろ長期的視点に基づく重要な機能を発揮し，金融安
定化はもちろん，国際投資の持続可能性の実現にも貢献する国際機関になり得るのではな
いかとの仮説を持つに至った。








主要な政策ツールである CLCM と PFI を取上げ，①では，経済・金融不安に対する柔軟
性を各国に与えるためのバランスの取れた枠組みにするよう，2019 年 5 月に CLCM が改
訂された経緯を検討することで，新興・途上国において，単に資本移動の自由化のみなら
ず，金融安定化にも貢献できるとする政策的示唆を見出す。一方，②では，資本移動の中
でも，継続的に経済的利益を享受できる FDI に着目し，2019 年 10 月に新たに開始した
「FDI の質のイニシアティブ（FDIQualitiesInitiatives）」も併せて，新興・途上国の投
資環境改善に貢献し得る PFI の活用を通じて，OECD が持続可能な FDI を促進するため
の包括的な支援を実施できる点を主張する。そして，最後に，COVID-19 のみならず，政
治的な不透明性も世界で広がる中，これら 2 つの機能を発揮し得る OECD が，政策協調
のためのグローバル・ガバナンス機能の役割をどのように担うべきかについての展望を試
みる。
（4） OECD 加盟国は，2020 年 7 月現在で 37 カ国である。詳細は下記ウェブサイトを参照願いたい。
 　　https://www.oecd.org/about/members-and-partners/
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2．国際金融市場の不安定化とその潜在的要因
2-1．IMF報告書のサーベイ










助長したと分析する。そのような中，COVID-19 を受けて，2020 年 3 月末までの数ヶ月間，























































図 1 は，2001～19 年の先進国及び新興・途上国（9）の信用残高を表すが，ここで，2008 年
12 月末を境目として，リーマン・ショックの発生前後の各 7 年間の推移を比較してみたい。
　2001 年 12 月末から 2008 年 12 月末の危機前は，先進国では約 46 兆 2500 億ドル増加し，
約 99 兆 2500 億ドルに，新興・途上国では約 10 兆 8000 億ドル増加し，約 17 兆 5500 億ド
ルにそれぞれ達したことが分かり，明らかに先進国における信用市場への資金流入のペー
スの方が速かった。次に，リーマン・ショック後の 2008 年 12 月末から 2015 年 12 月末の




14 カ国・地域である。図 1・2 の数値は，それぞれで集計した合計値である。
―44―
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途上国では約 25 兆ドル 3700 億ドルも増加し，2015 年 12 月末には約 42 兆 9200 億ドルに
も達した。その後，2019 年 12 月末の時点では，先進国では約 131 兆 7400 億ドル，新興・
途上国では約 59 兆 6400 億ドルを記録し，後者が前者に対し 45％程度の水準となってい













1997～2020 年（2020 年のみ IMF の予測値）の推移を表す IMF の統計（WorldEconomic
OutlookDatabase）であるが，興味深い事実を見出せる。大まかに言えば，2008 年のリー
マン・ショック以前の状況を見ると，1999 年以降は，先進国の赤字，新興・途上国の黒
字という傾向が明確に見られた。しかし，リーマン・ショック以降，2008 年に▲ 1.3% だっ








注：2020 年は IMF の予測値。
出所：IMF,World Economic Outlook Database
　また，資金不足を対外借入にいかに依存してきたかを示すのが，世界銀行の統計（World
DevelopmentIndicators）を用いた図 3・図 4 である。図 3 は，概ね新興・途上国に該当
しうる低・中所得国（10）の 1989～2018 年の対外債務残高（公的・民間部門の合計）の推移
を表すが，ここでも，リーマン・ショック前後でその傾向が明確に分かる。1989 年時点
では約 1 兆 400 億ドルで，その後は約 2 兆 4100 億ドル増加し，2008 年には約 3 兆 4500
億ドルに至った。しかし，2008 年から 2018 年にかけては，約 10 年間で約 4 兆 3500 億ド
ルも増加し，最近の新興・途上国の激増傾向が窺える。一方，図 4 は，その低・中所得国
の中で抽出可能な 106 カ国・地域に関し，2018 年時点の経常収支比率と対外債務残高の
対 GDP 比率（以下，対外債務残高比率）をプロットし，クロスセクションで両者の相関
関係を見たものである。決定係数（R2）が 0.086 とあまり高くはないが，右下がりの近似






類に基づくもので，具体的には，2016 年の一人当たり国民総所得（GNI）が 12,235 ドル以下の 143 カ国・地
域を指す。
―46―



























　他方，OECD は IMF とは異なり，融資を直接的に施す訳ではないため，今般のような





　そこで，次に続く 2 つの章では，COVID-19 による国際金融市場の不安定化を教訓とし
ながら，OECD が主要な政策ツールを用いて，① CLCM を通じたルール提供機能，
② PFI を通じた知的貢献機能，の 2 点の役割を果たすための政策提言を試みる。具体的
には，①では，経済・金融不安に対する柔軟性を各国に与えるためのバランスの取れた枠
組みにするよう，OECD 加盟国間で資本移動制限の漸進的な撤廃を約束する多国間条約
である CLCM が 2019 年 5 月に改訂された経緯を検討し，そこから導き出される金融安定
化に向けた政策的示唆を提起する。一方，②では，資本移動の中でも，継続的に経済的利
益を享受できる FDI に着目し，2019 年 10 月に新たに開始した「FDI の質のイニシアティ
ブ（FDIQualitiesInitiatives）」も併せて，新興・途上国の投資環境改善に貢献し得る
PFI の活用を通じて，OECD が持続可能な FDI を促進するための包括的な支援を実施で
きる点を主張する。
（11） SDGs は，2015 年までの達成を目指していたミレニアム開発目標（MDGs:MillenniumDevelopmentGoals）
を継承し，同年 9 月の国連総会で採択された「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェ
ンダ」という成果文書で示された 2030 年に向けた具体的行動指針で，国連の持続可能な開発のための国際

























MPM を柔軟に運用する余地のあるルールに改訂された OECD の CLCM の役割に注目し





（CLCM 第 1 条）。ただ，一方では，漸進主義（gradualism）に基づく自由化のアプロー










入したのを受け，OECD が同国に対し，CLCM 第 7 条の免除条項の発動を承認した経緯がある。
―49―
藤田　輔：新型コロナウィルス感染症を受けての OECD の役割を考える






3 ．不動産取引（売却の場合） 3 ．不動産取引（購入の場合）
4 ．資本市場における証券取引（満期 1 年以上の取引の
場合）



































制限を掛けるため，CLCM 第 7 条のような特殊な状況を除き，自由化の留保や免除は，
原則として不可能である。CLCM 参加国にとって，特に A 表の資本取引に影響が生じる
ような MPM を講じる場合には，OECD 投資委員会の議論を通じて，CLCM 第 7 条に則り，
―50―
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自由化免除の承認を受けなければならなくなる。
表 2．CLCMと資本移動管理を伴うMPMとの関係性































































　詳しい議論は藤田（2018）に委ねるが，リーマン・ショックから 3 年が経過した 2011
―51―
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年 8 月，OECD 加盟国の韓国は，過度な外貨建て債務から生じるシステミック・リスク
を軽減するべく，MPM の一環として，満期が 1 年未満は 0.2%，1～3 年は 0.1%，3～5 年
は 0.05%，5 年以上は 0.02% として，銀行が抱える外貨建て債務に対する金融取引税を導














与えるためのバランスの取れた枠組みにするよう，2016 年 4 月より，CLCM の見直しの
議論を開始した。同年 10 月には付託事項（TOR）を発出し，その議論の方向性を定めた
（OECD（2016））。この TOR では，下記のとおり，5 つの原則と 4 つの重要な作業領域（14）













　③ A 表（スタンドスティル）と B 表（いつでも留保可能）の見直しのメリットを考慮
する。
　④ガバナンスの強化や意思決定プロセスの改善のための方法を模索する。
（13） 2016 年 2 月，OECD 本部（パリ）にて，筆者が金融・企業局職員よりヒヤリングを実施。
（14） これらの意図するところについては，藤田（2018）で詳しく論じている。
―52―
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3-3．CLCMの改訂内容：MPMを運用する際の柔軟性


























においては，CLCM に沿って，自由化留保の適切な設定（CLCM 第 2 条）や自由化
免除の実施（同第 7 条）で対応する。また，特に，自由化免除の実施の場合は，
OECD 投資委員会は，その国による規制の導入が正当化されるか否かを評価する。











































（17） 藤田・松本（2009）では，65 カ国の FDI 純流入額の対 GDP 比率（以下，FDI 比率）と実質 GDP の関係を
各国で調べたところ，1975～2006 年で係数が正であるのが 42 カ国で，その中で統計的に有意な結果は 14 カ
国だったため，FDI と経済成長との関係が普遍的に正だとする結論を見出せないこともある。
―54―





新興・途上国で抽出可能な 143 カ国・地域に関し，2019 年の FDI 残高の対 GDP 比率（以
下，FDI 残高比率）と実質一人当たり GDP（2015 年の物価水準ベース）の対数値をプロッ
トし，クロスセクションで両者の相関関係を見たものであり，緩やかな右上がりの近似曲
線が得られる。これを数量的に見れば，R2 が 0.052 と決して高くなく，FDI 残高比率が





　OECD は，このような FDI の重要性に鑑みて，新興・途上国が大宗を占める非加盟国
の開発を支援するためのアウトリーチ活動を積極的に行う中で，PFI を活用した投資政策
レビュー（InvestmentPolicyReviews）の実施を推進してきた。
　PFI は，FDI の側面から開発を促進するという理念に基づき，OECD 加盟国による非
加盟国との協力に関する包括的な原則を表したものとして，2006 年に策定された。その後，
FDI の効果を確実にするための見直しの提案を受け，2015 年にはその改訂も合意され





（19） 例えば，FDI 比率と GDP 成長率との関係について，Romer（1993）等で肯定的な結果を見出せる。
―55―
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た（20）。表 3 のとおり，2020 年 7 月時点で，これまで 27 の非加盟国政府が PFI を活用し











表 3．PFI を活用したOECD投資政策レビュー実施国（2020 年 7月時点）
実施国 地域 公開年 実施国 地域 公開年
ボツワナ 中東アフリカ 2014 年 モーリシャス 中東アフリカ 2014 年
ブルキナファソ 中東アフリカ 2013 年 モロッコ 中東アフリカ 2010 年
カンボジア アジア太平洋 2018 年 モザンビーク 中東アフリカ 2013 年
中国 アジア太平洋 2008 年 ミャンマー アジア太平洋 2014 年
コロンビア 中南米 2012 年 ナイジェリア 中東アフリカ 2015 年
コスタリカ 中南米 2013 年 ペルー 中南米 2008 年
クロアチア 欧州 2019 年 フィリピン アジア太平洋 2016 年
エジプト 中東アフリカ 2007 年 ロシア 欧州 2008 年
インド アジア太平洋 2009 年 タンザニア 中東アフリカ 2013 年
インドネシア アジア太平洋 2010 年 チュニジア 中東アフリカ 2012 年








ラオス アジア太平洋 2017 年 2018 年
マレーシア アジア太平洋 2013 年 ザンビア 中東アフリカ 2012 年
出所：OECD ウェブサイトより筆者作成
（20） PFI の策定の経緯に関する詳細は藤田（2015）を参照願いたい。

































































　前節で見たとおり，OECD が PFI という政策ツールを用いて，新興・途上国における
















で，OECD は，COVID-19 以前から，開かれた市場と FDI の増加は重要であるが，国連





細かつ客観的に評価できる PFI の活用が正にこの理念に合致しているため，OECD は引
き続き，PFI を強みとしつつ，新興・途上国の持続可能な FDI に向けた知的貢献機能を
発揮するべきと考える。
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国（ユーラシア，中南米カリブ，中東北アフリカ，東南アジア，サブサハラアフリカ等）を
中心とした投資受入国における FDI の持続可能な開発への影響を測定するために，17 の目
標を持つ SDGs から派生させ，①生産性と革新（productivity&innovation），②雇用と仕
事の質（employment&jobquality），③スキル（skill），④男女平等（genderequality），
⑤カーボンフットプリント（carbonfootprint），の 5 つのクラスターに分けて，FDI の質を
測る新しい指標の構築を目指すものである（OECD（2019c））。また，これらの指標の計測
が加わることによって，例えば，PFI による投資環境改善に向けた取組みの際に，各国の
FDI が SDGs の達成にいかに貢献するかについても把握が可能となる。今後，PFI を活用
した投資政策レビューに加えて，FDIQI の下で新たな指標が具体的に公開される暁には，
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れた。同社は 90 年代前半に RV 車「パジェロ」の大ヒットなどで業績を急拡大し，1995
年には国内第 3 位となる 11.9% というシェアを獲得した。1996 年度からは 5 カ年計画で
国内シェア 15%・世界シェア 5% を目指す拡大路線を推進したが，競合他社が相次いで










問題に関する調査報告書（2016 年 8 月 1 日）」（特調委報告書）に主に依拠している。
（3） 本事件は，三菱自動車が 1977 年以降に約 69 万台のリコールにつながる不具合情報を隠蔽し，その改修を内
密に実施していたものであり，社員の内部告発により発覚した。この事件の責任を取って河添社長（当時）
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　再び窮地に陥った三菱自動車の再建のため，ダイムラークライスラーと三菱グループ中
核 3 社（三菱重工業・三菱商事・東京三菱銀行）の間で話し合いが進められた。しかし，
2004 年 3 月に再度のリコール隠し事件（5）（6）が発覚した上に，救済には巨額の資金投入が必
要と判断されたため，ダイムラークライスラーは手を引いた（7）。
　三菱自動車は 2004 年度に 4,747 億円もの当期純損失を計上し，同社向け債権が「破綻
懸念先」に分類される事態に追い込まれ，三菱グループから総額 6 千億円超の支援が行わ
れた。その後，同社では「聖域なきコストカット」を掲げて徹底した経費削減策を実施し，








2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度
売上高 1,445,616 1,828,497 1,807,293 1,815,113 2,093,409 2,180,728 2,267,849 1,906,632
経常損益 12,980 38,949 60,904 93,903 129,472 151,616 141,027 8,944
当期純損益 4,758 15,621 23,928 37,978 104,664 118,170 72,575 △198,524
（筆者作成）
表 1　三菱自動車の業績（連結）① （単位：百万円）
2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度
売上高 3,200,699 3,884,874 2,519,449 2,122,626 2,120,068 2,202,869 2,682,103 1,973,572
経常損益 11,863 54,344 △110,295 △179,172 △17,780 18,542 85,731 △14,926
当期純損益 11,256 37,361 △215,424 △474,785 △92,166 8,745 34,710 △54,883
（筆者作成）
（5） 本事件は，三菱自動車がトラックの不具合を 1990 年頃に認識したにもかかわらず，リコールを実施しなかっ
たために 2002 年に 2 件の死亡事故が発生し，警察が同社を捜索した結果，リコール隠しが発覚したもので
ある。リコール対象は，三菱ふそうで約 58 万台，三菱自動車で約 37 万台とされる。道路運送車両法違反（虚
偽報告）により三菱自動車は罰金 20 万円の有罪判決を受け，死亡事故に関しても三菱ふそう元会長などが
業務上過失致死傷罪により禁固刑の判決を受けた。
（6） 以下，2000 年のリコール隠し事件を「2000 年事件」，2004 年のリコール隠し事件を「2004 年事件」と呼び，
これら 2 件を「リコール隠し事件」と総称する。
（7） 三菱ふそうは，2005 年 3 月にダイムラークライスラーの連結子会社とされた。
（8） 2005 年以降に軽自動車のエンジンのクランクシャフトオイルシールが抜け出す不具合が続発し，三菱自動車
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具体例として，開発部門の体制不足と研究開発費の不足が挙げられる。
　2004 年度及び 2005 年度には，会社の将来を悲観して多数の従業員が退職し，開発本部


















　合弁事業から生まれた最初の軽自動車が，2013 年 6 月から製造・販売を開始した 14 年
型 eK ワゴンである。さらに 14 年型 eK スペース・15 年型 eK ワゴン・15 年型 eK スペー
ス・16 年型 eK ワゴンと続いた。しかし 2015 年秋に日産側で燃費を計測したところ，実
測値と国土交通省への届出値が大きく乖離している事実が判明した。

















国土交通省に報告した。さらに同 6 月には，同社が過去 10 年間に製造・販売した自動車
で燃費試験の不正が行われていたと報告した。
　問題の軽自動車の販売台数は，三菱自動車が 15 万 7 千台，日産が 46 万 8 千台の計 62
万 5 千台である。三菱自動車は，ユーザーへの補償として，軽自動車 4 車種（日産の 2 車
種含む）に対して 10 万円，その他の 5 車種について 3 万円を支払うことを発表し，2015
年度及び 2016 年度に計 650 億円の特別損失を計上した。
　本事件の責任を取って，三菱自動車の相川社長と中尾副社長（いずれも当時）が辞任し
た。2016 年 10 月には，日産が 2,370 億円を出資して三菱自動車の株式を 34% 保有する筆
頭株主となり，三菱自動車はルノー・日産アライアンスの一員とされた。なお，2017 年 1
月に消費者庁が，三菱自動車と日産に対し，景品表示法の優良誤認違反として，再発防止














　惰行法の測定要領は以下のとおりである。20km/h から 10km/h 刻みに 90km/h まで計











②空力抵抗＝空力抵抗係数×前面投影面積×重力加速度 ×（速度の 2 乗）
―66―




し，時速が 10km/h に低下するまで 1 秒ごとに車速の変化を測定するというシンプルなも
のである。これを往復それぞれ 3 回以上実施して，最後は惰行法と同様に最小二乗法によ
り抵抗係数を算出する。
　惰行法は 1990 年に採用（16）されたが，性能実験部では，遅くとも 1991 年から本事件が
発覚するまで約 25年にわたり，ほぼすべての車種について，この高速惰行法による測定
結果を使って走行抵抗を計算するとともに，惰行法を用いたように偽装した負荷設定記録
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事していたのは，G 氏・E 氏・M 氏の 3 人であった。後述（5.1 参照）する事情で E 氏が
2005 年に異動した後は，「G 氏及び M 氏は，このような不正行為を部下にさせることは









































（18）この表では，eK ワゴンと eK スペースを合わせて 1 車種としている。
―70―
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4.1　14 年型 eKワゴン











　14 年型 eK ワゴンの燃費訴求車（20）の燃費目標は，2011 年 2 月時点で 26.4km/ℓ とされ
ていた。その後に益子社長などから，この数字では不充分との意見が出されたため，同 5
月にゲート F を通過した時点で 27.0km/ ℓ，さらに同 10 月にゲート E を通過した時点で
は 28.0km/ ℓに引き上げられた。MMDS によれば，ゲート E の通過イコール目標値の決
定であるが，その後も目標は以下のとおり引き上げられた。
　・2012 年 2 月の商品会議の席上資料には，「トップクラスの低燃費：28.2km/ℓ」と記
載されていた。この目標引上げの経緯は不明であり，「（開発担当エキスパートの）
DD 氏や FF 氏は，事後的に，燃費目標が引き上げられたことを聞かされたにすぎず，
この燃費目標の引上げは，開発担当者に対して技術的に達成が可能かどうかを確認す
ることなく，PX の R 氏らによって決められたものと考えられる」（特調委報告書
101-102 頁）とのことである。
　・2012 年 5 月の開発会議でゲート C を通過した際に，性能実験部は，試作車の測定値
が 27.2km/ ℓにとどまっていたにもかかわらず，更なる燃費改善アイテムを盛り込
むことで目標達成の見込みと楽観的な報告をした。
　・2012 年 5 月頃，コスト削減のために試作車の完成時期が当初予定の 8 月から 12 月へ
と大幅に遅れることになり，DD 氏は開発 PM（プロジェクト・マネジャー）（21）の P 氏
に抗議したが，取り合ってもらえなかった。この遅れによって開発期限が切迫したた
め，実走試験はタイで一度だけ実施することになった（22）。
　・2012 年 7 月，スズキの次期ワゴン R の燃費が 28.8km/ℓ との情報を入手したため，
開発 PM の P 氏はそれ以上の燃費を出す方策を考えるよう指示した。同月の開発会
（19）商品の企画・開発・生産・販売を一貫して統括する要職。











　・2012 年 7 月の会議β（23）で日産側が目標を 29.0km/ℓ にすべきと提起した。性能実験
部は，「（日程的に間に合う）ネタがない状況」（特調委報告書 106 頁）と回答したが，
同 8 月に目標は 29.0km/ ℓに引き上げられた。
　・2012 年 8 月末，MAE の開発担当エキスパートの FF 氏は，タイヤの改善見込み及び
追加予定の燃費改善アイテムの効果を机上計算して，転がり抵抗係数を 0.0055 に改
善できれば 29.0km/ ℓを達成可能とした。
　・2012 年 10 月に国内で高速惰行法により走行抵抗を計測したところ，転がり抵抗係数
は 0.0069 であった。DD 氏と FF 氏は，タイで計測しなければ 0.0055 の達成は難しい
と考えた。
　・2012 年 12 月にダイハツのムーブが 29.0km/ℓ を達成したとの情報を入手したこと
から，同月の開発会議で PX の R 氏が 29.2km/ℓ を目標とするよう指示した。しか
し性能実験部としては，開発期限まであと 1 カ月と迫っていた上に，燃費改善アイテ
ムの候補も無かった。
　・2012 年 12 月に性能実験部は，開発本部長の Y 氏に 29.0km/ℓ 以上の目標は現実的
でないと報告したが，Y 氏は最後まで諦めずに努力するよう指示した。
　・2013 年 1 月の開発会議で性能実験部は 29.2km/ℓ の達成は厳しいと報告したが，
「（PX の）R 氏は，性能実験部に対し，自分が依頼をした 29.2km/ℓ という燃費目標
を達成できないのか再度尋ねた。これに対して性能実験部は，「まだ検討は続ける。
タイで走行抵抗が下がれば可能性もある。」などと答えざるをえなかった」（特調委報
告書 110 頁）とのことである。2013 年 2 月 1 日の開発会議では，タイでの試験結果
を確認することを前提に開発完了が承認された。
　以上のとおり，26.4km/ ℓ（2011 年 2 月）→ 27.0km/ℓ（2011 年 5 月）→ 28.0km/ℓ（2011
年 10 月）→ 28.2km/ ℓ（2012 年 2 月）→ 29.0km/ℓ（2012 年 8 月）→ 29.2km/ℓ（2012 年
12 月）と，2 年間のうちに計 5 回も燃費目標が引き上げられた。2011 年 10 月にゲート E
を通過し，目標を 28.0km/ ℓと決定した以上，その後の 3 回の引き上げは MMDS に違反
している。
　2013 年 1 月 31 日と 2 月 1 日にタイで実走試験を行ったところ，転がり抵抗係数は
0.0059 であった。そのため FF 氏は，DD 氏の承認のもとに，データの中で下方の数値だ





2WD と 4WD の試作車の作成を P 氏に要請したが，コスト削減の関係で 2WD の試作車
しか用意されなかったためである。やむなく FF 氏は，過去の経験から 2WD と 4WD の
（23）三菱自動車，NMKV 及び日産の各責任者が，開発の区切りの段階で協議を行う会議。
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転がり抵抗係数の差を 0.0020 と考え，2WD の数値にこれを加算して 0.0072 と机上計算し
た。
4.2　14 年型 eKスペース
　14 年型 eK スペース（2013 年 10 月開発終了）は，14 年型 eK ワゴンよりも車高を高く
したスーパーハイトワゴンである。2012 年 4 月にゲート F を通過した時点で，燃費訴求
車の燃費目標は 25.4km/ ℓであったが，競合するスズキの「パレット」の後継モデルの
燃費が 27.8km/ ℓとの情報を入手したため，同 8 月の商品会議で目標を 27.4km/ℓ に引
き上げてゲート E を通過した。
　2013 年 6 月に前述の 14 年型 eK ワゴンが発売されたが，あまりに燃費を重視したこと
で動力性能が阻害され，エンスト等の不具合が多発した。同様の不具合が起きるのを予防
するため，14 年型 eK スペースの動力性能を改善させる改良を加えたところ，燃費が大幅





　性能実験部では，14 年型 eK スペースの転がり抵抗係数は 14 年型 eK ワゴンと理論上
同じになると考えていたが，2013 年夏に高速惰行法により計測したところ，それよりも
かなり高い数値となった（24）。そこで DD 氏と FF 氏は，14 年型 eK ワゴンの数値を流用






に描き直し，4WD の転がり抵抗係数を 0.0060 と捏造した（恣意的計算）。
4.3　15 年型 eKワゴン
　15 年型 eK ワゴン（2014 年 4 月開発終了）は，14 年型 eK ワゴンの年式変更車であり，
前モデルと同様に燃費面でトールワゴンのトップとなることが開発目標とされていた。開
発関係の幹部は競合車のワゴン R と同じ 30.0km/ℓ を要求したが，性能実験部が技術的
限界とした 29.8km/ ℓが燃費目標とされ，2013 年 12 月にゲート D を通過した。しかし，
同月末に作成された商品計画書では，PX の R 氏の判断で 30.0km/ℓ に変更されていた。
事業計画を固定するゲート D を通過してからの目標引き上げが，MMDS に違反している
のは言うまでもない。
（24） 14 年型 eK ワゴンでは，タイで走行抵抗を測定した上に，「恣意的計算」を行っていたため，それよりも数
値が高くなるのは当然である。
（25） 0.0052 は，14 年型 eK ワゴン（2WD の燃費訴求車）で用いる予定だった数値である。
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　この目標引き上げを性能実験部が認識したのは，開発終盤の 2014 年 2 月であった。も
はや打つ手がない DD 氏と EE 氏は，前モデルの二次曲線を恣意的に描き直し，2WD の
転がり抵抗係数を 0.0049 と捏造した（恣意的計算）。4WD については，形状や重量が大
きく異なるにもかかわらず，14 年型 eK スペースの 0.0060 を流用した（数値流用）。






　15 年型 eK スペース（2014 年 12 月開発終了）は，14 年型 eK スペースの年式変更車で
あり，前モデルと同様に燃費訴求車は開発されず，室内の広さや居住性を指向した。2014
年 5 月に NMKV が標準車（2WD）の燃費目標を 26.5km/ℓ とするように要求したが，
性能実験部は技術的に不可能と返答し，同月の技術計画書では 26.2km/ℓ に設定された。
　しかし，15 年型 eK ワゴンの型式指定審査の際，自動車機構の審査官から「今後は燃費




　2014 年 10 月，DD 氏は，4WD について 14 年型 eK スペースのデータの最下限をなぞ
る形で二次曲線を恣意的に描き直し，転がり抵抗係数を 0.0053 とした（恣意的計算）。
2WD については，15 年型 eK ワゴン（2WD）の 0.0049 から，4WD の減少幅 0.0007（＝
0.0060 － 0.0053）を差し引いて 0.0042 とした（恣意的計算）。これらの数値操作に技術的
根拠はなく，捏造を一層エスカレートさせただけである。
4.5　16 年型 eKワゴン
　16 年型 eK ワゴン（2015 年 6 月開発終了）は，15 年型 eK ワゴンの年式変更車であり，
前モデルと同様に燃費面でトールワゴンのトップとなることを開発目標としていた。開発
関係の幹部は競合車のワゴン R と同じ 33.0km/ℓ を要求したが，性能実験部が技術的に
困難としたため，2014 年 6 月の商品会議では，燃費目標を 30.8km/ℓ としてゲート E を
通過した。その後，採用を予定していた燃費改善アイテムの効果が小さいことが判明し，
2014 年 10 月の商品会議では目標を 30.4km/ℓ に引き下げた。
　前述した燃費運転の禁止は 16 年型 eK ワゴンにも影響したが，開発期限に関しては時
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突被害軽減ブレーキなどの展開の工夫によりワゴン R とは異なる土俵で勝負することを考
える必要がある」（特調委報告書 156 頁）と述べるなど，経営陣も燃費一辺倒ではなかった。
　それにもかかわらず，DD 氏と EE 氏は，2014 年 8 月の段階で走行抵抗の捏造を検討し
ており，15 年型 eK ワゴンの転がり抵抗係数の 0.0049 から，タイヤ改善効果として机上
計算で 0.0001 を減らした上で，さらに何の根拠もなく 10% 引き下げて 0.0044 とする考え
であった。しかし，前述したように 15 年型 eK スペース（2WD）の数値が 0.0042 とされ







　14 年型 eK ワゴンでは燃費目標が計 5 回も引き上げられ，そのうち 3 回はゲート E（目









14 年型 eK ワゴン 0.0055　　　　　　　0.0052 0.0072
14 年型 eK スペース 0.0052 0.0060
15 年型 eK ワゴン 0.0049 0.0060
15 年型 eK スペース 0.0042 0.0053







































いても，PX や，開発 PM などの開発本部の幹部の中に，適合について十分な理解を有し
ていなかった者が多数見られた」（特調委報告書 216 頁）とされる。前述（3.5.2 参照）し
た業務の特殊性により，性能実験部以外では適合業務に関する知識が不足していたと認め
られる。


























































　14 年型 eK ワゴンでは試作車の作成の遅延，14 年型 eK スペースでは実験装置の不備，





競合他社よりも少なかった。2014 年度には 4,380 人の人員が 16 車種を開発しており，1
車種あたり約 270 名となるが，この数字は，「MMC と同様の規模の自動車メーカーと比




















（日経ものづくり 2016 年 6 月号 25 頁）。
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4.6.3　研究開発費の不足による技術の劣後
　2015 年度の軽自動車販売台数のシェアは，第 1 位がダイハツ工業の 32.2%，第 2 位がス
ズキの 30.3%，第 3 位がホンダの 17.7%，第 4 位が日産の 10.9%，そして第 5 位の三菱自
動車の 3.2% の順であった。三菱自動車と提携先の日産を合わせても 14.1% にすぎず，ダ
イハツ工業やスズキに遠く及ばない。このシェアの差が研究開発費に影響するのは当然で











るのは当然である。言い換えると，14 年型 eK ワゴンで燃費目標を不正に「達成」してし
まったために，その後も実力を超えた燃費目標を課せられ，不正を継続せざるを得なくな
るという悪循環が発生していた。
　ちなみに，16 年型 eK ワゴンでは，実走試験さえ行わずに担当者が走行抵抗の捏造を決
めていた。その事情について特調委報告書は，「15 年型 eK ワゴンの走行抵抗は，恣意的
に算出された 14 年型 eK ワゴンの走行抵抗を起源として，その後も恣意的な引下げがな
されたものであったので，16 年型 eK ワゴンで実走験により走行抵抗を測定し直しても，






（31）三菱自動車の 2015 年度の販売台数約 104 万台のうち，軽自動車は約 10 万台であった。ちなみに，三菱自動
車と同様に軽自動車以外の車種の比重が大きいホンダでは，2015 年度の研究開発費は 6,565 億円であった。









人提言書発表会」を開催していた。2005 年 2 月の同発表会では，F 氏が走行抵抗の測定
について発表し，「正規の測定法は惰行法」「高速惰行法と惰行法の差異は不明」「たとえ
惰行法との差異がなくても，正規の惰行法を用いるべき」と提言した。
　このテーマの選択は，F 氏のメンターだった認証試験グループの E 氏の勧めによるも







































































































































問題の原因となる可能性がある ｣（同 74 頁）として，正当性回復のための近視眼的行動
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員の最長在任期間を設定することが有用である（37）。
　ちなみに，企業倫理委員会は，本事件発覚直後の 2016 年 6 月に解散した。その理由に
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問題がありました







































り 2004 年に経営悪化に直面すると，三菱自動車は三菱グループ中核 3 社の後見下に置か
れた（42）。




（40） 1983 年から 1993 年にかけて三菱自動車の社長・会長を務めた舘豊夫氏は，「重工の子会社的意識が残るぬる
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を三菱東京 UFJ 銀行が保有していた。また，14 人の取締役のうち，益子修会長（CEO）



















































































　　原因 G　関係者の自己正当化（原因 A の背景）
　　原因 H　開発体制の不足（原因 A・B・J の背景）
　　原因I　業務の特殊性（原因 J の背景）
　　原因 J　性能実験部のブラックボックス化（原因 C・D の背景）
　　原因 K　リコール隠し事件の後遺症（原因 H・L・M の背景）
　　原因 L　研究開発費の不足による技術の劣後（原因 A の背景）
　　原因 M　企業体質の改革に失敗したこと（原因 D・O・P の背景）
　　原因 N　三菱グループの庇護下に入ったことによる危機感の不足（原因 M の背景）
　　原因 O　無理な目標設定（原因 A の背景）



























































（2012 年 12 月 9 日）」
三菱自動車（2016）　「燃費不正問題に関する調査報告書（2016 年 8 月 1 日）」（特調委報
告書）







past scandals，such as neglecting customers，little sense of unity，lack of
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大学生の性格特性の変化






















1997 年から 2007 年までの 11 年間を対象に SPI・SPI2（SyntheticPersonalityInventory
株式会社リクルートマネージメントソリューションズ）のデータを用いて計 68 万人以上
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田・新井（2002）は 1995 年度から 2000 年度までの 6 年間に渡り，新入生計 407 名に YG
テストを実施して入学年度別の集団特性を比較した。その結果，2000 年度の入学生がそ
れ以前の学生と比較して抑うつ性をあらわす D 因子，気分の変化をあらわす C 因子，主
観性をあらわす O 因子が高いことが示された。
　また中村（2003）は，千葉商科大学における新入生の性格傾向の変化を，1986 年，
1994 年，2002 年と年代を追って，計 4,666 人に対して YG 性格テストにより検討した。
その結果，学生の性格傾向は変化してきており，情緒不安定因子の得点が上昇し，主導性
と非内省性因子が減少する傾向がみられたことを報告している。













因子 因子名 因子の性質 低得点 高得点
D 抑うつ性 陰気，悲観的気分，罪悪感の強い性質 抑うつ性小 抑うつ性大
C 気分の変化 著しい気分の変化，驚きやすい性格 気分の変化小 気分の変化大
I 劣等感 自信の欠乏，自己過小評価，不適応感が強い 劣等感小 劣等感大
N 神経質さ 心配性，神経質，ノイローゼ気味 神経質でない 神経質
O 主観性 空想的，過敏性，主観性 客観的 主観的
Co 協調性 不満が多い，人を信用しない性質 協調的 非協調的
Ag 攻撃性 攻撃的，社会的活動性，強すぎると社会的不適応 攻撃的でない 攻撃的
G 活動性 活発な性質，身体を動かすことが好き 非活動的 活動的
R のんきさ 気軽な，のんきな，活発，衝動的な性質 のんきでない のんき
T 思考的外向性 非熟慮的，反省しない 思考的内向 思考的外向
A 支配性 社会的指導性，リーダーシップのある性質 服従的 支配性大
S 社会的外向性 対人的に外向的，社交的，社会的接触を好む傾向 社会的内向 社会的外向
八木（1989）の表を筆者により一部改変
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〔方法〕
調査実施大学と調査対象者
　この調査には，1986 年度，2002 年度，2018 年度における，千葉商科大学商経学部 1 年
生の，計 2,390 人の資料が用いられた（Table2）。
　1986 年 度 受 検 者 は， 平 均 年 齢 18.5 歳（SD=0.69），2002 年 度 は， 平 均 年 齢 18.4 歳
（SD=0.91），2018 年度は，平均年齢 18.4 歳（SD=0.49），全体で平均年齢 18.4 歳（SD=0.77）
であった。また，1986 年度は新入生が YG 性格検査を受検するのが必須であったため入
学者のほとんどが受検している。しかし，その後 YG 性格検査の受検が必須でなくなった
ため 2002 年度と 2018 年度は，一般教育科目である心理学の受講者を対象に YG 性格検査
を実施したため，受検率が低くなっている。
　また分析対象者は，1986 年，2002 年，2018 年の新入生に限定したが，これは大学が 4
年で 1 サイクルであることを考慮したため，16 年間隔になっている。
調査内容
　性格検査：YG（矢田部・ギルフォード）性格検査の一般用（日本心理テスト研究所株






ション期間中に性格検査を集団実施した。また，2002 年度と 2018 年度では一般教育科目
の心理学の授業内に性格検査を集団実施した。ただし受検は任意とし，回答を拒否したり
Table 2　各年代別人数
























































































一方，I 得点（劣等感）は 1986 年から 2002 年にかけては得点が増加したが，2002 年から
2018 年にかけては有意な変化は見られなかった。また，G（活動性），T（思考的外向性），
S（社会的外向性）の得点は，1986 年から 2002 年にかけては減少したものの，2002 年か
ら 2018 年にかけては有意な変化は見られなかった。R 得点（衝動性）に関しては，1986
年から 2002 年にかけては有意な変化が見られなかったが，1986 年から 2018 年にかけて
は有意に値が減少した。ただし Figure1 に見られるように，有意ではなかったものの，










Table 4　各年度における YG 性格検査の因子の得点
因子 1986 年度 2002 年度 2018 年度 F 多重比較
D（抑うつ性） 8.6（5.80） 10.6（5.58） 11.8（5.83） 45.7*** ‘86<’02<’18
C（気分の変化） 9.2（4.81） 9.8（4.56） 10.7（4.94） 10.6*** ‘86<’02<’18
I（劣等感） 8.7（5.21） 10.3（5.25） 10.8（5.56） 30.6*** ‘86<’02,’18
N（神経質さ） 9.3（5.07） 10.7（4.81） 11.9（4.75） 34.3*** ‘86<’02<’18
O（主観性） 8.0（4.18） 9.8（4.09） 10.8（4.44） 72.6*** ‘86<’02<’18
Co（協調性） 7.5（3.82） 8.9（4.07） 10.0（4.21） 52.3*** ‘86<’02<’18
Ag（攻撃性） 10.6（3.90） 9.9（4.14） 9.2（4.37） 15.8*** ’86>’02>’18
G（活動性） 11.3（4.27） 10.5（4.68） 10.2（4.31） 11.4*** ’86>’02,’18
R（のんきさ） 12.1（4.17） 11.7（4.38） 11.3（4.52） 3.58* ’86>’18
T（思考的外向） 10.1（4.36） 8.8（4.30） 8.3（4.50） 32.3*** ’86>’02,’18
A（支配性） 10.3（4.57） 9.7（4.65） 8.7（4.37） 12.9*** ’86>’02>’18
S（社会的外向） 13.2（4.83） 11.1（5.27） 10.6（5.56） 51.9*** ’86>’02,’18
*p<.05　**p<.01　***p<.001，カッコ内は標準偏差
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　山本・清水（2010）によると，YG 性格検査の D，C，I，N，O，Co 因子は性格の 5 因
子説（柏木，1997）における情動性と関連が深く，Ag，G，R，A，S 因子は外向性因子と






Figure 1　各年度における YG 性格検査の因子の得点
Table 5　各年度における YG 性格検査の因子の得点
因子 1986 年度 2002 年度 2018 年度 F 多重比較
情緒不安定性 51.3（24.0） 60.0（22.2） 65.9（24.9） 55.7*** ‘86<’02<’18
主導性 45.4（13.9） 41.2（14.3） 38.6（14.4） 34.0*** ‘86>’02>’18










　YG 性格検査では性格の 12 の因子の得点パターンから，最終的に A 類，B 類，C 類，
D 類，E 類の 5 つの性格類型に分類する。そのため，この性格類型の出現割合を年度別に
χ2 検定を用いて検討した。その結果，性格類型の割合が年度によって有意な差が認めら
れた（χ2（8）＝117.6,p<.001）。残差分析の結果，B 類や E 類は増加しているが，D 類が










1986 年度 2002 年度 2018 年度 合計
A 類 度数 303 180 35 518
％ 21.1％ 23.7％ 17.9％ 21.7％
調整済残差 －0.8 1.6 －1.4
B 類 度数 296 178 55 529
％ 20.6％ 23.4％ 28.1％ 22.1％
調整済残差 －2.2 1 2.1
C 類 度数 136 87 26 249
％ 9.5％ 11.4％ 13.3％ 10.4％
調整済残差 －1.8 1.1 1.4
D 類 度数 532 162 25 719
％ 37.1％ 21.3％ 12.8％ 30.1％
調整済み残差 9.2 －6.4 －5.5
E 類 度数 167 153 55 375
％ 11.6％ 20.1％ 28.1％ 15.7％
調整済み残差 －6.7 4.1 5.0
合計 度数 1434 760 196 2390
％ 100％ 100％ 100％ 100％
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外向性については，直近の 16 年間（2002 年から 2018 年）には大きな変化は見られなかっ































2018 年の調査対象者数は 1986 年と比較して 13％，2002 年と比較して 26％と少ない。そ
のため本来の母集団の差が有意差に至らなかった可能性がある。また第 3 点としては，サ
ンプリングの問題も考えられる。1986 年度は入学者全体に対して YG 性格検査が行われ






2002 年にかけては減少したものの，2002 年から 2018 年にかけては有意な変化は見られな
かった。これらの因子はどれも外向性と関係するが，1986 年から 2002 年にかけては大き
く減少しているもののそれ以後の下げ幅は少ない。これはこの年代の若者全体の変化では
なく日本全体の大学進学率が上昇したことも関係がある可能性がある。1986 年では大学







2001 年から 2011 年にかけて関西の日本人大学生 2,026 名に対して YG 性格検査を行った




　本研究では，千葉商科大学の新入生の性格傾向の変化を調べるため 16 年ごとに YG 性
格検査を実施することによって，近年になるほど情緒が不安定になりやすい傾向，および
主体性が低下している傾向がみられることを示した。しかし，このことは必ずしもネガティ
Table 7　松田ら（2019）の調査における YG 性格検査 12 因子の平均得点（上段）と標準偏差（下段）
D C I N O Co Ag G R T A S
男性 11.5 10.0 9.9 11.7 10.4 9.6 10.6 10.2 11.8 8.1 9.2 10.7
5.5 4.3 5.0 4.7 3.9 4.2 4.1 4.6 4.5 4.4 4.8 5.2
女性 13.0 11.1 10.6 11.8 11.3 8.0 10.5 9.9 12.0 8.7 10.1 12.3
5.2 4.4 6.1 4.8 3.6 4.0 4.0 4.5 4.5 4.4 4.9 5.3
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維持することにプラスに働いていることが考えられる。また，O 因子や Co 因子が高いこ
とは対人不信感が強いことをあらわすが，現代のネット社会では安易に人を信用しないよ
うにすることが大切になってきていると考えられるため，このことも現代の社会情勢を鑑

























　https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/002/002b/1417059.htm2020 年 8 月 24 日閲覧
中村晃（2003）．大学生の性格における年代的変化千葉商大紀要，41,1-19.
大江基・加城貴美子・美田誠二・新井健之（2002）．看護短期大学生の性格特性に関する








adolescentvaluesandbehavior.Social Psychology and Personality Science,5,310-318.







山本理恵・清水和秋（2010）．BigFive と YG 性格検査の関係性の探索：BigFive 形容詞
短縮版と YG のジョイント因子分析から　日本心理学会第 74 回大会発表論文集，61.
 （2020.9.9 受稿，2020.11.4 受理）
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査の方法として，1986 年度，2002 年度，2018 年度それぞれにおいて，千葉商科大学商経
学部 1 年生の計 2,390 人に対し，YG（矢田部・ギルフォード）性格検査の一般用に対し
て回答を求めて，年代による性格傾向の差の分析を行った。
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限定した音節文字表記を持っていなかったのではないかという仮説を立てることができる。
　なお，楔形文字における音節文字の用法では，通常の日本語の「かな」のような，子音





するようにアッカド期に捉えられて記述されているので，A,E, I,U の 4 音であり，古代














ル人（Sumerianspeakers）がどこからか現れたのが紀元前 3500 〜 3100 年の間と言われ
ている。初期シュメールの王朝期（earlydynastyperiod）においては，最初の王朝がキシュ























































Hurrian）の支配を受けた（紀元前 1422 年〜紀元前 1393 年）後，エリバ・アダト I 世
（Eriba-AdadI）がミタンニの支配から脱却し，その子のアッシュール・ウバリト I 世
（Ashuruballit I/Aššur-uballit・ I）がミタンニを打倒したことによって再びアッシリアが
拡大を遂げ（紀元前 1392 年〜紀元前 1056 年），南部のバビロニアがカッシート人によっ
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いはカルデア帝国期（Chaldeaempireperiod）と呼ぶ。新バビロニアは，キュロス 2 世































































の黄金期からも 500 〜 1000 年以上経過しているのであるから，20 世紀〜 21 世紀に生き







Aššur-bāni-habal：紀元前 669 〜 627 年在位）の時代においては，シュメール時代の古文
書は既に 1800 年も前のものになっていた。それ以前に古文書が集められていたアッシュー
ルの図書館は，アッシリアの中興の英主と呼ばれているティグラト・ピレセル 1 世（Tiglath
PileserI/Tukultī-apil-Ešarra：紀元前 1113 〜 1074 年在位）の建立したものと考えられて
（13）Syllabarya 〜 c については，杉勇『楔形文字入門』，pp.170-180 を参照
―114―
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4.3．ジェムデト・ナスル期の線文字


















　古拙楔形文字（Archaiccuneiform）とは，紀元前 2800 年〜紀元前 2500 年の時期に使
われた文字のことを指し，古拙文字が使われた時期は，楔形文字の原形が形成される時期
と考えられている。古拙楔文字は，別の場所で発見された 2 つの主要な文書で使われてい















































































































の帝国で，紀元前 2500 年頃から古代ペルシャ帝国に滅ぼされる紀元前 330 年頃まで使用
されていた楔形文字を借用して作られた文字であり，エラム語楔形文字（Elamite
cuneiform）（34）と呼ばれている。これは，CV あるいは VC の形で記述された音節文字になっ






（33）原 図 は，http://www.projectglobalawakening.com/proto-cuneiform-uruk-period/ か ら， た だ し，E.A.
WallisBudge(ErnestAlfred)andL.W.King(LeonardWooley)in1922. の書籍からの出典
（34）https://ja.wikipedia.org/wiki/ エラム語楔形文字 ,https://en.wikipedia.org/wiki/Elamite_cuneiform
（35）https://ja.wikipedia.org/wiki/ 古 代 ペ ル シ ア 楔 形 文 字 ,https://en.wikipedia.org/wiki/Old_Persian_
cuneiform
―124―












　先に述べたように，楔形文字においては，子音＋母音の 1 音節と共に，母音＋子音の 1
音節がある。また，母音は，a,e, i,u の 4 つである。ただし，シュメール期においての母
音の種類には，これに加えて /o/，/ɛ/，/ɔ/（ɛ は e と a の間の中間の母音，ɔ は o の音よ
りも更に口内を広くとった母音）の音も使われていたとも指摘されている（36）。
　子音の種類は，b,d,g,ĝ,h,k,l,m,n,p,q,r,s,s, ,š,t,t, ,u,z である。この中で ĝ と表記




　音価の発音について日本語の類似（38）で言えば，b と m との交換がある（例：i-ba>

































のように表記では “a-ša3 -ga” と 3 つの音節文字で記述されている場合は，読み方はその






楔形文字 文字名 限定詞用法 使用例 読み 意味
𒀭𒀭𒀭 dingir 神の名前 𒀭𒀭𒀭𒀭𒀭𒀭𒀭𒀭𒀭𒀭𒀭 dnin-gir₂-su ニンギルス神
𒀀𒀀𒀀𒀀𒀭 id₂ 河川の名前 𒀀𒀀𒀀𒀀𒀀𒀀𒀀𒀀𒀀𒀀𒀭 id₂buranun ユーフラテス川
𒌷𒌷𒀭 uru 町の名前𒀭 𒌷𒌷𒀭𒀭𒌷𒌷𒌷𒌷𒀭 uruan-šar₂ki アッシュール市
𒌷𒌷𒀭 ki 地名𒀭 𒀀𒀀𒌷𒌷𒀭 nunki エリドゥ市 
（40）飯島紀，『古代メソポタミア語文法−シュメール語読本−』，p.185.
―126―













楔形文字 綴り 読み 意味
𒀀𒀀𒀀𒀀𒀀𒀀𒀀 a-ša₃-ga a-šag₃ a ～の畑
𒋗𒋗𒋗𒋗𒀀𒀀𒀀 šu du₁₁-ga šu dug₄ a ～の手を触れたところ
𒇲𒇲 lal la₂ 量る
𒉈𒉈 bil bi₂ 燃やす
𒋾𒋾 til ti 生きる
𒀀𒀀 šag ša₃ 心































































たのであろう。また，CVC や VCV のような複合音節を表わす文字を使用しなくなり，







図 21　Syllabary a, b の 3 欄の翻訳字典の一部（50）























































の 3 つの音価しかない。ただし，実際にはこの 3 つの母音の長音，a 音からの 2 重母音の
組み合わせなどがあったとされているが，表記はされていない。また，語頭の a 音以外の
a 音は省略されるので，子音だけなのか母音の a が間に挟まるのかは曖昧になっている。
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